
添付資料2-1
教育学科　履修モデル１（初等教育コース） 児童に対する学校教育について幅広く学び、小学校教諭一種免許状を取得する ※太字：必修科目

科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位

導入科目 基礎教育セミナーⅠ 1 基礎教育セミナーⅡ 1 2

日本語表現 1 数学入門 1 健康体育(実技を含む) 2

情報機器操作Ⅰ 2 情報機器操作Ⅱ 2

英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝⅠ 2

英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝⅡ 2

現代生活と芸術 2 日本国憲法 2

現代生活と教育 2 北海道の文化 2

キャリアデザインⅠ 1 キャリアデザインⅡ 2 キャリアデザインⅢ 2 就業力特別講義Ⅰ 1 就業力特別講義Ⅱ 1

キャリア演習Ⅰ 1 キャリア演習Ⅱ 1

人間関係の心理学 2 育児支援の心理学 2

社会保障論Ⅰ 2 社会教育概論 2

教育文化学 2 生涯学習論 2 生涯学習展開論 2

教育原理 2 教職概論 2 専門演習Ⅰ 2

教育心理学 2 専門演習Ⅱ 2 卒業研究（通年） 卒業研究（通年） 4

介護等体験 1

教育経営学 2

学校ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動Ⅰ 1

学校ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動Ⅱ 1

国語科概論(書写を含
む)

2 生活科概論 2 教育実習事前指導 1 教育課程論 2 教育実習事後指導 1 教職実践演習（幼・小） 2

体育科概論 2 算数科概論 2
教育方法論(情報機器･
教材活用を含む)

2

造形美術概論 2
教育相談論(カウンセリ
ングを含む)

2

音楽科概論 2 教育実習Ⅰ 4

学習コーチング学概論 2 社会科概論 2 国語科指導法Ⅰ 2 社会科指導法Ⅰ 2

家庭科概論 2 理科概論 2 算数科指導法Ⅰ 2 図画工作科指導法Ⅰ 2

理科指導法Ⅰ 2 体育科指導法Ⅰ 2

生活科指導法Ⅰ 2 道徳教育論 2

音楽科指導法Ⅰ 2
生徒指導論(進路指導を
含む)

2

家庭科指導法Ⅰ 2

特別活動論 2

小学校英語 2

21 22 31 14 20 6 3 7

単位数後学期 前学期 後学期

3年次
前学期

1年次 2年次 4年次
前学期 後学期 前学期 後学期

初等教育・幼児教
育コース共通科目

124

学部共通科目

26

34

79

初等教育コース専
門科目

コース共通科目

6

外国語科目

4

8

19

8

31

0

9

2

全
学
共
通
科
目

基礎科目 10

発
展
科
目

心身・健康に関
する科目群

社会と生活に関
する科目群

文化と芸術に関
する科目群

教養科目

就業力養成科目

4

1 



添付資料2-1
教育学科　履修モデル２（初等教育コース）　児童に対する学校教育について幅広く学び、特別支援学校教諭を目指す。 ※太字：必修科目

科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位

導入科目 基礎教育セミナーⅠ 1 基礎教育セミナーⅡ 1 2

日本語表現 1 数学入門 1 健康体育(実技を含む) 2

情報機器操作Ⅰ 2 情報機器操作Ⅱ 2

英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝⅠ 2

英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝⅡ 2

現代生活と芸術 2 日本国憲法 2

現代生活と教育 2 北海道の文化 2

キャリアデザインⅠ 1 キャリアデザインⅡ 2 キャリアデザインⅢ 2 就業力特別講義Ⅰ 1 就業力特別講義Ⅱ 1

キャリア演習Ⅰ 1 キャリア演習Ⅱ 1

人間関係の心理学 2 育児支援の心理学 2

社会保障論Ⅰ 2 社会教育概論 2

教育文化学 2 生涯学習論 2 生涯学習展開論 2

教育原理 2 教職概論 2
知的障害者の心理･生
理･病理

2
病弱者の心理･生理･病
理

2 専門演習Ⅰ 2

教育心理学 2 特別支援教育総論 2
肢体不自由者の心理･
生理･病理

2
発達障害者等の心理･
生理･病理

1 専門演習Ⅱ 2 卒業研究（通年） 卒業研究（通年） 4

介護等体験 1
発達障害者等の教育課
程及び指導法

1 知的障害教育Ⅰ 2

肢体不自由教育Ⅰ 2
視覚･聴覚障害者の心
理･生理･病理

1 教育経営学 2

病弱教育 2
重複障害者の心理･生
理･病理

1 知的障害教育Ⅱ 2

視覚･聴覚障害者の教
育課程及び指導法

1 肢体不自由教育Ⅱ 2

重複障害者の教育課程
及び指導法

1

国語科概論(書写を含
む)

2 生活科概論 2 教育課程論 2

体育科概論 2 算数科概論 2
教育方法論(情報機器･
教材活用を含む)

2

造形美術概論 2
教育相談論(カウンセリ
ングを含む)

2

音楽科概論 2

学習コーチング概論 2 社会科概論 2 国語科指導法Ⅰ 2 社会科指導法Ⅰ 2

理科概論 2 算数科指導法Ⅰ 2 図画工作科指導法Ⅰ 2

理科指導法Ⅰ 2 体育科指導法Ⅰ 2

生活科指導法Ⅰ 2

19 24 27 17 18 9 6 4

1年次
前学期 後学期 前学期 後学期

2年次 3年次 4年次
後学期前学期 単位数後学期 前学期

発
展
科
目

全
学
共
通
科
目

外国語科目

就業力養成科目 9

31

社会と生活に関
する科目群

心身・健康に関
する科目群

10

2

文化と芸術に関
する科目群

基礎科目

6

教養科目

4

8

4

0

8

学部共通科目

コース共通科目

初等教育・幼児教
育コース共通科目

124

79

初等教育コース専
門科目

20

18

41

2 



添付資料2-1
教育学科　履修モデル３（幼児教育コース）　幼児に対する学校教育について幅広く学び、幼稚園教諭一種免許状を取得する。 ※太字：必修科目

科目名
単
位

科目名
単
位

科目名
単
位

科目名
単
位

科目名
単
位

科目名
単
位

科目名
単
位

科目名 単位

導入科目 基礎教育セミナーⅠ 1 基礎教育セミナーⅡ 1 2

日本語表現 1 数学入門 1 健康体育(実技を含む) 2

情報機器操作Ⅰ 2 情報機器操作Ⅱ 2

英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝⅠ 2

英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝⅡ 2

現代生活と芸術 2 日本国憲法 2

現代生活と教育 2 北海道の文化 2

キャリアデザインⅠ 1 キャリアデザインⅡ 2 キャリアデザインⅢ 2 就業力特別講義Ⅰ 1 就業力特別講義Ⅱ 1

キャリア演習Ⅰ 1 キャリア演習Ⅱ 1

育児支援の心理学 2

生涯発達心理学 2

社会教育計画 2 社会教育課題演習 2

生涯学習論 2
青少年学習コーチング
論

2

カウンセリング心理学 2

教育原理 2 教職概論 2 専門演習Ⅰ 2

教育心理学 2 専門演習Ⅱ 2 卒業研究（通年） 卒業研究（通年） 4

教育経営学 2

学校ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動Ⅰ 1

学校ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動Ⅱ 1

国語科概論(書写を含
む)

2 生活科概論 2 教育実習事前指導 1 教育課程論 2 教育実習事後指導 1 教職実践演習（幼・小） 2

体育科概論 2 算数科概論 2
教育方法論(情報機器･
教材活用を含む)

2

造形美術概論 2
教育相談論(カウンセリ
ングを含む)

2

音楽実習Ⅰ 1 教育実習Ⅰ 4

音楽科概論 2

音楽実習Ⅱ 1

保育原理 2 保育内容総論 2 社会的養護 2 児童家庭福祉 2 こども理解 2 保育の心理学Ⅰ 2 保育の心理学Ⅱ 1 こどもの食と栄養 2

保育内容（環境） 保育内容（人間関係） 2 保育内容(健康) 2 相談援助 2 保育課程論 2

保育内容(言葉) 2 障害児保育 2

保育内容(表現) 2

保育内容指導論 2

20 21 24 12 18 6 10 11

1年次
前学期 後学期 前学期 後学期

2年次 3年次 4年次
後学期前学期 単位数後学期 前学期

発
展
科
目

全
学
共
通
科
目

外国語科目

就業力養成科目 9

31

社会と生活に関
する科目群

心身・健康に関
する科目群

10

2

文化と芸術に関
する科目群

基礎科目

6

教養科目

4

8

4

0

8

学部共通科目

コース共通科目

初等教育・幼児教
育コース共通科目

122

77

幼児教育コース専
門科目

31

28

18

3
 



添付資料2-1
教育学科　履修モデル４（幼児教育コース）幼児教育について幅広く学び、保育士を目指す ※太字：必修科目

科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位

導入科目 基礎教育セミナーⅠ 1 基礎教育セミナーⅡ 1 2

日本語表現 1 数学入門 1

情報機器操作Ⅰ 2 情報機器操作Ⅱ 2

英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝⅠ 2

英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝⅡ 2

現代生活と芸術 2 日本国憲法 2

現代生活と教育 2 北海道の文化 2

キャリアデザインⅠ 1 キャリアデザインⅡ 2 キャリアデザインⅢ 2 就業力特別講義Ⅰ 1 就業力特別講義Ⅱ 1

キャリア演習Ⅰ 1 キャリア演習Ⅱ 1

食生活と健康 2 育児支援の心理学 2

生涯発達心理学 2

生活の中の介護福祉 2

教育文化学 2
青少年学習コーチング
論

2 リカレント教育論 2

教育原理 2 教職概論 2 専門演習Ⅰ 2

教育心理学 2 専門演習Ⅱ 2 卒業研究（通年） 卒業研究（通年） 4

教育経営学 2

体育科概論 2 造形美術概論 2

音楽科概論 2

保育者論 2 保育の心理学Ⅰ 2 こどもの食と栄養 2

保育原理 2 保育内容総論 2 こどもの保健Ⅰa 2 相談援助 2 社会的養護内容 1 保育課程論 2

保育内容（人間関係） 2 保育内容(健康) 2 こどもの保健Ⅰb 2 乳児保育 2 障害児保育 2

保育内容（環境） 2 保育内容(言葉) 2 こどもの表現あそび 2
保育内容指導(人間関
係)

2 保育実習指導Ⅰ 2 保育相談支援 1

保育内容(表現) 2 こどもの体育あそび 2 保育内容指導(環境) 2 保育実習Ⅰ 4 保育実習指導Ⅱ 1

保育内容指導論 2 こどもの言葉あそび 2 保育内容指導(言葉) 2 保育実習Ⅱ 2

保育内容指導(表現) 2

25 18 20 15 15 13 12 6 124

コース共通科目 16

81

学部共通科目 6

29

8

2外国語科目

59
幼児教育コース専
門科目

8

教養科目 8

初等教育・幼児教
育コース共通科目

6

心身・健康に関
する科目群

6

0

就業力養成科目 9

全
学
共
通
科
目

2

文化と芸術に関
する科目群

基礎科目

前学期

1年次
後学期

社会と生活に関
する科目群

発
展
科
目

単位数前学期 後学期 後学期

2年次 3年次 4年次
前学期 前学期 後学期

4
 



添付資料2-1

教育学科　履修モデル５（養護教諭コース）　養護教育について幅広く学び、養護教諭一種免許状を取得する ※太字：必修科目

科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位

導入科目 基礎教育セミナーⅠ 1 基礎教育セミナーⅡ 1 2

日本語表現 1 数学入門 1 健康体育(実技を含む) 2

情報機器操作Ⅰ 2 情報機器操作Ⅱ 2

英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝⅠ 2

英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝⅡ 2

日本国憲法 2

現代生活と環境科学 2

現代生活と教育 2

現代生活と心と体 2

キャリアデザインⅠ 1 キャリアデザインⅡ 2 キャリアデザインⅢ 2 就業力特別講義Ⅰ 1 就業力特別講義Ⅱ 1

キャリア演習Ⅰ 1 キャリア演習Ⅱ 1

食生活と健康 2

心理学概論 2

社会教育概論 2 社会教育計画 2

教育文化学 2 生涯学習論 2

カウンセリング心理学 2

教育原理 2 教職概論 2 専門演習Ⅰ 2

教育心理学 2 専門演習Ⅱ 2 卒業研究（通年） 卒業研究（通年） 4

教育経営学 2

特別活動論 2
生徒指導論(進路指導を
含む)

2 教育課程論 2

道徳教育論 2

教育方法論(情報機器･
教材活用を含む)

2

教育相談論(カウンセリ
ングを含む)

2

養護実践学Ⅰ 2 養護実践学Ⅱ 2 衛生学 2 公衆衛生学 2 養護活動実習Ⅰ 2
教職実践演習(養護教
諭)

2

微生物学(免疫学を含
む)

2
健康相談活動の理論及
び方法

2 学校保健 2 養護実践学演習 3 精神保健 2 養護活動実習Ⅱ 2

看護学概論 2 栄養学(食品学を含む) 2 健康相談活動演習 2 養護実習事前指導 1 養護実習 4

解剖生理学 2 薬理概論 2 養護実習事後指導 1

看護技術演習(救急処
置を含む)Ⅰ

2
看護技術演習(救急処置
を含む)Ⅱ

2

看護学各論 2 看護学臨床実習 4

23 22 28 15 19 7 4 6

社会と生活に関
する科目群

0

31

8

8教養科目

単位数

就業力養成科目 9

発
展
科
目

心身・健康に関
する科目群

4

10

2

4

51

コース共通科目

養護教諭・音楽コー
ス共通科目

12

6

文化と芸術に関
する科目群

79

1年次 2年次 3年次 4年次
前学期

全
学
共
通
科
目

基礎科目

外国語科目

前学期 後学期後学期 前学期 後学期

養護教諭コース専
門科目

16

前学期 後学期

124

学部共通科目5
 



添付資料2-1
教育学科　履修モデル６（音楽コース）　音楽教育について幅広く学び、中学校・高等学校教諭一種免許状（音楽）を取得する ※太字：必修科目

科目名
単
位

科目名
単
位

科目名
単
位

科目名
単
位

科目名
単
位

科目名
単
位

科目名
単
位

科目名 単位

導入科目 基礎教育セミナーⅠ 1 基礎教育セミナーⅡ 1 2

日本語表現 1 数学入門 1 健康体育(実技を含む) 2

情報機器操作Ⅰ 2 情報機器操作Ⅱ 2

英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝⅠ 2

英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝⅡ 2

現代生活と芸術 2 日本国憲法 2

現代生活と教育 2 北海道の文化 2

キャリアデザインⅠ 1 キャリアデザインⅡ 2 キャリアデザインⅢ 2 就業力特別講義Ⅰ 1 就業力特別講義Ⅱ 1

キャリア演習Ⅰ 1 キャリア演習Ⅱ 1

社会学 2 生活の中の介護福祉 2

ファッションデザイン概論 2 美術史 2

教育文化学 2 生涯学習論 2 生涯学習展開論 2

教育原理 2 教職概論 2 専門演習Ⅰ 2

教育心理学 2 専門演習Ⅱ 2 卒業研究（通年） 卒業研究（通年） 4

介護等体験 1

教育経営学 2

学校ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動Ⅰ 1

学校ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動Ⅱ 1

特別活動論 2
生徒指導論(進路指導を
含む)

2 教育課程論 2

道徳教育論 2

教育方法論(情報機器･
教材活用を含む)

2

教育相談論(カウンセリ
ングを含む)

2

ソルフェージュ 2 音楽概論 2 音楽鑑賞法 2 音楽史 2 教育実習Ⅰ（通年） 教育実習Ⅰ（通年） 4

楽典 2 声楽基礎演習Ⅱ 2 合唱Ⅰ 1 作曲法 2

声楽基礎演習Ⅰ 2 器楽基礎演習Ⅱ 2 合奏Ⅰ 1

器楽基礎演習Ⅰ 2 ピアノ基礎演習Ⅱ 2 声楽表現演習Ⅰ 2 合唱Ⅱ 1 指揮法 2 教育実習事前指導 1 教育実習事後指導 1

ピアノ基礎演習Ⅰ 2 器楽表現演習Ⅰ 2 合奏Ⅱ 1 教職実践演習（中・高） 2

音楽科教育法Ⅲ 2

音楽科教育法Ⅰ 2 音楽科教育法Ⅱ 2

27 18 27 19 14 4 3 12

前学期 後学期 後学期前学期 後学期 前学期

2

単位数

教養科目

2年次 3年次 4年次1年次
前学期 後学期

31

19

79

全
学
共
通
科
目

基礎科目

外国語科目

就業力養成科目

音楽コース専門科
目

8

10

48

コース共通科目

養護教諭・音楽コー
ス共通科目

0

4

4

12

8

9

発
展
科
目

心身・健康に関
する科目群

社会と生活に関
する科目群

文化と芸術に関
する科目群

124

学部共通科目 66
 



添付資料2-2
芸術学科　履修モデル１　芸術分野について幅広く学び、学芸員資格を取得する ※太字：必修科目

科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位

導入科目 基礎教育セミナーⅠ 1 基礎教育セミナーⅡ 1 2

日本語表現 1 数学入門 1

情報機器操作Ⅰ 2 情報機器操作Ⅱ 2

英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝⅠ 2

英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝⅡ 2

日本国憲法 2

現代生活と宇宙 2

現代生活と芸術 2

情報社会及び情報倫理 2

キャリアデザインⅠ 1 キャリアデザインⅡ 2 キャリアデザインⅢ 2 就業力特別講義Ⅰ 1 就業力特別講義Ⅱ 1

キャリア演習Ⅰ 1 キャリア演習Ⅱ 1

人間関係の心理学 2

社会学 2

音楽鑑賞法 2 音楽史 2

教育文化学 2 生涯学習論 2 生涯学習展開論 2

ファッションデザイン概論 2 色彩計画 2 美術史 2

ドローイングⅠ 2

デジタルイメージⅠ 2 ウェブデザインⅠ 2

デジタルデザインⅠ 2

博物館概論 2 博物館経営論 2 博物館資料論 2 博物館展示論 2 博物館情報･メディア論 2 博物館実習 3

博物館資料保存論 2 博物館教育論 2
ファッションコーディネー
ト

2 写真 2 ファッション文化論 2

マンガ表現研究 2

絵画Ⅰ 2 ドローイングⅡ 2 版画 2

グラフィックデザインⅠ 2 絵画Ⅲ 2

テキスタイルデザイン 2

絵画Ⅱ 2

グラフィックデザインⅡ 2

デジタルイメージⅡ 2

陶芸Ⅰ 2 陶芸Ⅱ 2 創作テキスタイル 2

空間模型演習 2

トータルビューティ 2

プレゼンテーションデザ
イン

2 ディスプレイデザイン 2
ブランディングデザイン
論

2

卒業研究（通年） 卒業研究（通年） 4

専門演習Ⅰ 2 専門演習Ⅱ 2

23 22 20 21 18 11 2 7

29

8

前学期 後学期

2

2年次 3年次 4年次
単位数前学期 後学期

外国語科目

9

前学期 後学期

8

心身・健康に関
する科目群

後学期

発
展
科
目

全
学
共
通
科
目

就業力養成科目

教養科目

基礎科目

前学期
1年次

社会と生活に関
する科目群

文化と芸術に関
する科目群

学
科
基
本
科
目

芸術理解

表現技術

学部共通科目

2

6

応
用

総合・統合

情報技術

平面表現

14

82

4

124

立体表現

空間・身体表現

発想・企画・ﾌﾟﾚ
ｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ

81

59

8

芸
術
学
科
専
門
科
目

アート教育・文
化

1 



添付資料2-2
芸術学科　履修モデル２　美術分野について幅広く学び、中学校・高等学校教諭一種免許状（美術）の取得を目指す ※太字：必修科目

科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位

導入科目 基礎教育セミナーⅠ 1 基礎教育セミナーⅡ 1 2

日本語表現 1 数学入門 1

情報機器操作Ⅰ 2 情報機器操作Ⅱ 2

英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝⅠ 2

英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝⅡ 2

日本国憲法 2

現代生活と物理 2

現代生活と芸術 2

情報社会及び情報倫理 2

キャリアデザインⅠ 1 キャリアデザインⅡ 2 キャリアデザインⅢ 2 就業力特別講義Ⅰ 1 就業力特別講義Ⅱ 1

キャリア演習Ⅰ 1 キャリア演習Ⅱ 1

生活の中の介護福祉 2 社会教育概論 2

高齢社会の街づくり 2

音楽史 2

教育文化学 2 芸術と心理学 2 生涯学習論 2

美術概論 2 色彩計画 2 美術史 2 美学 2

ドローイングⅠ 2 テクニカルスケッチ 2

空間デザイン基礎 2 インテリアデザイン 2

デジタルイメージⅠ 2 ウェブデザインⅠ 2

デジタルデザインⅠ 2

博物館概論 2 博物館経営論 2 博物館資料論 2 博物館展示論 2 博物館情報･メディア論 2 博物館実習 3

美術表現演習 2 博物館資料保存論 2 博物館教育論 2

生活材料学 2

学校教育と芸術 2

絵画Ⅰ 2 ドローイングⅡ 2 版画 2

グラフィックデザインⅠ 2 絵画Ⅲ 2

グラフィックデザインⅢ 2

絵画Ⅱ 2

グラフィックデザインⅡ 2

彫刻Ⅰ 2 彫刻Ⅱ 2 彫刻Ⅲ 2 陶芸Ⅰ 2 陶芸Ⅱ 2

木材工芸 2

卒業研究（通年） 卒業研究（通年） 4

専門演習Ⅰ 2 専門演習Ⅱ 2

23 24 22 19 16 13 0 7

3年次 4年次
前学期 後学期 前学期 後学期

1年次

教養科目

単位数前学期 後学期 前学期 後学期

29

2年次

0

6

2

6

8

8

2

9

8

社会と生活に関
する科目群

発
展
科
目

心身・健康に関
する科目群

文化と芸術に関
する科目群

全
学
共
通
科
目

基礎科目

外国語科目

就業力養成科目

応
用

総合・統合

81
芸
術
学
科
専
門
科
目 立体表現

発想・企画・ﾌﾟﾚ
ｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ

空間・身体表現

8

51

学部共通科目

124

芸術理解

表現技術

学
科
基
本
科
目 情報技術

アート教育・文
化

平面表現

22

2 



添付資料2-2
芸術学科　履修モデル３　インテリア建築分野を幅広く学び、二級建築士受験資格（実務経験0年）を取得する ※太字：必修科目

科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位

導入科目 基礎教育セミナーⅠ 1 基礎教育セミナーⅡ 1 2

日本語表現 1 数学入門 1

情報機器操作Ⅰ 2 情報機器操作Ⅱ 2

英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝⅠ 2

英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝⅡ 2

現代生活と物理 2

現代生活と宇宙 2

現代生活と芸術 2

情報社会及び情報倫理 2

キャリアデザインⅠ 1 キャリアデザインⅡ 2 キャリアデザインⅢ 2 就業力特別講義Ⅰ 1 就業力特別講義Ⅱ 1

キャリア演習Ⅰ 1 キャリア演習Ⅱ 1 キャリア演習Ⅲ 1

人間関係の心理学 2

社会学 2

高齢社会の街づくり 2

音楽鑑賞法 2

教育文化学 2 芸術と心理学 2

メディアデザイン概論 2

色彩計画 2 美術史 2 美学 2

空間デザイン史 2

ドローイングⅠ 2 クリエイティブシンキング 2 テクニカルスケッチ 2

空間デザイン基礎 2 インテリアデザイン 2

ユニバーサルデザイン 2

デジタルイメージⅠ 2 ウェブデザインⅠ 2 ＣＡＤ設計 2

デジタルデザインⅠ 2

デザイン概論 2 都市と空間の法規 2 住宅と空間の生産 2

生活材料学 2

ドローイングⅡ 2 デジタルイメージⅢ 2

ウェブデザインⅡ 2

インテリア設計Ⅰ 2

彫刻Ⅰ 2 彫刻Ⅱ 2 陶芸Ⅰ 2

建築空間のしくみ 2

空間模型演習 2

リビングデザイン論 2

住宅設計演習 2 空間設備 2 生活環境 2

構造のかたちと力 2

ディスプレイデザイン 2 2

店舗デザイン 2

インテリア設計Ⅱ 2

卒業研究（通年） 卒業研究（通年） 4

専門演習Ⅰ 2 専門演習Ⅱ 2

25 22 22 21 10 11 5 8

30

8

前学期 後学期

2

2年次 3年次 4年次
単位数前学期 後学期

外国語科目

10

前学期 後学期

8

心身・健康に関
する科目群

後学期

発
展
科
目

全
学
共
通
科
目

就業力養成科目

教養科目

基礎科目

前学期
1年次

社会と生活に関
する科目群

文化と芸術に関
する科目群

学
科
基
本
科
目

芸術理解

表現技術

学部共通科目

2

6

応
用

総合・統合

情報技術

平面表現

28

8
4

2

124

立体表現

空間・身体表現

発想・企画・ﾌﾟﾚ
ｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ

80

44

8

芸
術
学
科
専
門
科
目

アート教育・文
化

3 



添付資料2-3
心理カウンセリング学科　履修モデル１　精神保健福祉領域を幅広く学び、精神保健に関する相談援助について専門性を深める ※太字：必修科目

科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位

導入科目 基礎教育セミナーⅠ 1 基礎教育セミナーⅡ 1 2

日本語表現 1 数学入門 1

情報機器操作Ⅰ 2 情報機器操作Ⅱ 2

英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝⅠ 2

英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝⅡ 2

日本国憲法 2

現代生活と福祉 2

北海道の文化 2

現代生活と心と体 2

キャリアデザインⅠ 1 キャリアデザインⅡ 2 キャリアデザインⅢ 2 就業力特別講義Ⅰ 1 就業力特別講義Ⅱ 1

キャリア演習Ⅰ 1 キャリア演習Ⅱ 1

食生活と健康 2

生活の中の介護福祉 2 地域福祉論Ⅰ 2

音楽概論 2

教育文化学 2 芸術と心理学 2

メディアデザイン概論 2

心理学概論 2

精神保健福祉援助実習 精神保健福祉援助実習 精神保健福祉援助実習 7

心理学基礎演習Ⅱ 1

精神保健福祉援助演習
Ⅰ

2 現代社会と福祉Ⅰ 2

臨床心理学 2 心理学研究法 2
社会福祉行政･福祉計
画論

2 現代社会と福祉Ⅱ 2

医学概論 2 心理統計法 2 精神保健Ⅰ 2 地域福祉論Ⅱ 2
精神保健福祉援助演習
Ⅱ

2 精神保健福祉学Ⅲ 2

精神科リハビリテーショ
ン

4 社会保障論Ⅱ 2
精神保健福祉援助演習
Ⅲ

2

心理学基礎演習Ⅰ 1 医療福祉論 2

障害者福祉論 2 公的扶助論 2 専門演習Ⅰ 2 権利擁護と成年後見制
度

2

精神医学Ⅰ 2 精神医学Ⅱ 2 社会保障論Ⅰ 2 精神保健Ⅱ 2 卒業研究（通年） 卒業研究（通年） 4

ソーシャルワーク概説Ⅰ 2 ソーシャルワーク概説Ⅱ 2
精神保健福祉援助技術
各論Ⅱ

2

精神保健福祉援助技術
総論

2
精神保健福祉援助技術
各論Ⅰ

2 専門演習Ⅱ 2

精神保健福祉学Ⅰ 2 精神保健福祉学Ⅱ 2

17 12 23 18 16 15 6 17

全
学
共
通
科
目

4年次
単位数

29

前学期 後学期

1年次 2年次 3年次

教養科目

前学期 後学期

2

後学期 前学期 後学期前学期

9

8

8基礎科目

外国語科目

就業力養成科目

学部共通科目

124

学科専門科目

6

81

8

発
展
科
目

2

4

2

心身・健康に関
する科目群

社会と生活に関
する科目群

文化と芸術に関
する科目群1 



添付資料2-3
心理カウンセリング学科　履修モデル２　対人援助について幅広く学び、認定心理士と産業カウンセラーの資格を取得する ※太字：必修科目

科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位

導入科目 基礎教育セミナーⅠ 1 基礎教育セミナーⅡ 1 2

日本語表現 1 数学入門 1

情報機器操作Ⅰ 2 情報機器操作Ⅱ 2

英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝⅠ 2

英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝⅡ 2

情報処理（中級） 2 情報処理（上級） 2

現代生活と福祉 2

現代生活と心と体 2

キャリアデザインⅠ 1 キャリアデザインⅡ 2 キャリアデザインⅢ 2 就業力特別講義Ⅰ 1 就業力特別講義Ⅱ 1

キャリア演習Ⅰ 1 キャリア演習Ⅱ 1 キャリア演習Ⅲ 1

食生活と健康 2

生活の中の介護福祉 2 地域福祉論Ⅰ 2

ユニバーサルデザイン 2

教育文化学 2 芸術と心理学 2

カウンセリング心理学 2

心理学概論 2 社会心理学 2 労働法令 2 心理面接演習 4

学習心理学 2 人間関係の心理学 2

教育心理学 2 心身医学 2 ライフサイクルの心理学 2 モチベーション心理学 2

生理心理学 2 福祉心理学 2 心理学基礎演習Ⅱ 1
臨床心理援助技法論Ⅰ
(精神分析療法)

2 キャリアカウンセリング 2 現代社会と臨床心理学 2

生涯発達心理学 2 青年心理学 2 心理学基礎実験 4
臨床心理援助技法論Ⅱ
(認知行動療法)

2
対人コミュニケーション
演習

2

臨床心理学 2 心理学研究法 2
臨床心理援助技法論Ⅲ
(ブリーフ･セラピー)

2

心理統計法 2 認知心理学 2 精神保健Ⅰ 2

心理アセスメント法 2 脳と心の科学 2

心理学基礎演習Ⅰ 1

専門演習Ⅰ 2 産業･組織心理学 2

精神医学Ⅰ 2 コミュニケーション心理
学

2 卒業研究（通年） 卒業研究（通年） 4

ソーシャルワーク概説Ⅰ 2

ポジティブ心理学 2

専門演習Ⅱ 2

21 18 23 16 22 11 5 8

1年次 4年次
前学期 後学期

2年次
前学期 後学期

3年次

10

2

単位数前学期 後学期

30

8

前学期 後学期

8

2
文化と芸術に関
する科目群

学部共通科目

全
学
共
通
科
目

基礎科目

外国語科目

8教養科目

就業力養成科目

学科専門科目 80

6

4

124

発
展
科
目

心身・健康に関
する科目群

社会と生活に関
する科目群

2

2 



添付資料2-3
心理カウンセリング学科　履修モデル３　教育について幅広く学び、認定心理士の資格を取得する ※太字：必修科目

科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位

導入科目 基礎教育セミナーⅠ 1 基礎教育セミナーⅡ 1 2

日本語表現 1 数学入門 1 健康体育(実技を含む) 2

情報機器操作Ⅰ 2 情報機器操作Ⅱ 2

英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝⅠ 2

英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝⅡ 2

日本国憲法 2

現代生活と教育 2 北海道の文化 2

現代生活と心と体 2

キャリアデザインⅠ 1 キャリアデザインⅡ 2 キャリアデザインⅢ 2 就業力特別講義Ⅰ 1 就業力特別講義Ⅱ 1

キャリア演習Ⅰ 1 キャリア演習Ⅱ 1 キャリア演習Ⅲ 1

食生活と健康 2

社会教育概論 2 社会教育計画 2 社会教育課題演習 2

社会教育課題研究 2

社会教育施設論 2

教育文化学 2 生涯学習論 2 生涯学習展開論 2 青少年学習コーチング
論

2 リカレント教育論 2

カウンセリング心理学 2

心理学概論 2 社会心理学 2 臨床教育学 2

学習心理学 2 人間関係の心理学 2 こども理解 2

教育心理学 2 乳幼児心理学 2 ライフサイクルの心理学 2 障害児教育実践論 2 高齢社会と生涯教育 2

生理心理学 2 福祉心理学 2 児童心理学 2 心理学基礎演習Ⅱ 1 発達支援論 2

生涯発達心理学 2 青年心理学 2 心理学基礎実験 4

臨床心理学 2 心理学研究法 2

心理統計法 2 認知心理学 2

心理アセスメント法 2

心理学基礎演習Ⅰ 1 家族心理学 2 社会的養護論 2

専門演習Ⅰ 2 少年非行と矯正教育 2

卒業研究（通年） 卒業研究（通年） 4

スクールカウンセリング 2

障害児教育論 2

専門演習Ⅱ 2

21 16 21 20 12 13 13 8

68
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学校法人浅井学園 就業規則 

 

第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この就業規則（以下「規則」という）は、労働基準法の規定に基づき、学校法人

浅井学園（以下「学園」という）の就業に関する基本的事項を定めることを目的とする。 

 （規則の遵守） 

第２条 学園及び職員は、この規則を遵守し相共にその業務を履行しなければならない。 

２ 職員は法令、学園寄附行為及び学園管理運営規程に定められたものの他すべてこの規

則及び附属規程に従って勤務しなければならない。 

 （職員の定義） 

第３条 この規則において、職員とは、学園及びその設置する学校に常時勤務する専任の

教育職員、事務職員及び技術職員をいう。 

２ 学園に勤務する前項以外の嘱託職員、臨時職員等の就業について必要な事項は別に定

める。 

３ 学園に勤務する外国人職員の就業について必要な事項は別に定める。 

 

第２章 勤務 

第１節 勤務心得 

 （職務の遂行） 

第４条 職員は、学園の建学の精神を理解し、職務の公共的使命を自覚し、その責務を遂

行するため、職務に専念しなければならない。 

２ 職員は、特別の事情により管理者の承認を得た場合の他、勤務時間中みだりにその職

場を離れてはならない。 

 （研修） 

第５条 職員は、その職責遂行のため、自発的研修に励み、かつ学校又は各種団体等が行

う研修を受け資質の向上に努めなければならない。 

 （兼職の禁止） 

第６条 職員は、他の職業に従事してはならない。ただし、理事長又は学校長が職員とし

ての職務の執行に支障がないと認め許可したときは、この限りでない。 

 （禁止行為） 

第７条 職員は、次の各号に掲げる行為をしてはならない。 

 (1) 学園の信用を傷つけ、又は職員全体の名誉をき損すること 

 (2) 職務上知り得た秘密をもらすこと。その職を退いた後も同様とする 

 (3) 職務上知り得た個人情報に係る内容を他に漏らすこと。その職を退いた後も同様と

する。 

 (4) 学園の秩序又は規律を乱すこと 

 (5) 職務上の地位を利用して、自己の利益をはかること 

 （施設、設備等の取扱） 

第８条 職員は、学園の施設、設備、備品及び図書等を大切に取扱わなければならない。 
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２ 職員は、許可なく学園の施設、設備、備品及び図書等を校務以外に利用し又は利用さ

せてはならない。 

３ 職員は、諸資材・消耗品及び経費の節約に努めなければならない。 

 

第２節 勤務時間、休憩及び休日 

 （勤務時間） 

第９条 職員の勤務時間は、１週間につき39時間とする。 

２ 始業時刻は、午前９時、終業時間は午後５時とする。ただし、土曜日の終業時刻は午

後１時とする。 

３ 公務その他の都合により、１日の労働時間が実働８時間を超えない範囲内で始業時刻

及び終業時刻を繰上げ又は繰下げることができる。 

 （休憩時間） 

第10条 職員の休憩時間は、土曜日以外は正午から午後１時までの１時間とする。 

 （勤務時間の変更） 

第11条 第９条の規定にかかわらず、業務上必要がある場合は、全部又は一部の職員につ

いて、４週間を平均して１週間の勤務時間が39時間を超えない範囲内で、特定の日に８

時間又は特定の週に39時間を超えて勤務させることができる。ただし、18才未満の職員

については、法定の制限を超えて勤務させてはならない。 

 （休日） 

第12条 休日は次のとおりとする。 

 (1) 日曜日 

 (2) 国民の祝日に関する法律に規定する日（祝日が前号と重複する場合はその翌日） 

 (3) 年末年始（12月29日から１月３日まで） 

 (4) 学園の創立記念日（９月５日） 

 （休日振替） 

第13条 業務の都合上必要があると認めた場合は、前条の休日を他の日に振替えることが

できる。 

 

第３節 時間外勤務及び休日勤務 

 （時間外勤務及び休日勤務） 

第14条 業務の都合上やむを得ない場合には、法令の定めるところに従い、時間外勤務及

び休日勤務を行わせることができる。 

 （災害時等の勤務） 

第15条 災害その他避けることのできない事由により、臨時に必要がある場合は、行政官

庁の許可を得て、時間外又は休日に勤務させることができる。 

 （当直） 

第16条 理事長又は学校長は業務上必要があると認めた場合は、職員に対し宿直又は日直

の勤務を命じることができる。ただし、18才未満の職員に対しては宿直の勤務を命じる

ことができない。 

２ 当直に関する規程は別に定める。 

 （自宅研修等） 
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第17条 理事長又は学校長は、職員に対し、各学則に定められた春季、夏季、冬季及び学

年末の休業日に、業務に支障がない範囲で自宅研修又は休暇を認めることができる。 

 

第４節 出勤及び欠勤 

 （出勤） 

第18条 職員は、定刻までに出勤し、自ら出勤簿に押印しなければならない。 

 （遅刻及び早退等） 

第19条 職員は、遅刻又は早退若しくは勤務時間中に外出する場合は、事前に理事長又は

学校長に届出てその承認を得なければならない。ただし、やむを得ない事由により届出

ることができなかった場合は、事後速やかに届出なければならない。 

 （欠勤） 

第20条 病気その他やむを得ない事由により欠勤しようとする場合は、あらかじめその理

由及び期間を理事長又は学校長に届出て承認を得なければならない。ただし、あらかじ

め届出ることができなかった場合は、速やかに届出なければならない。 

２ 前項の届出をする場合において、病気欠勤が７日以上に及ぶときは、医師の診断書を

添付しなければならない。 

 （年次有給休暇への振替） 

第21条 第19条及び前条の遅刻・早退及び欠勤等は届出があった場合に限り、これを第22

条に規定する年次有給休暇の範囲内において、当該職員の希望により年次有給休暇に振

替えることができる。 

 

第５節 休暇 

 （年次有給休暇） 

第22条 職員は、次のとおり年次有給休暇を受けることができる。 

 (1) 勤続年数６か月以上１年未満の者        10日 

 (2) 勤続年数１年以上２年未満の者        11日 

 (3) 勤続年数２年以上３年未満の者        12日 

 (4) 以後、勤続年数１年増す毎に２日を加える。ただし、最高20日を限度とする。 

２ 前項の規定により受けることができる年次有給休暇の未使用分は、翌年度に限り繰り

越すことができる。ただし、その日数は20日を超えることはできない。 

３ 年次有給休暇は半日を単位として取得することができる。 

 （年次有給休暇の届出） 

第23条 年次有給休暇を受けようとするときは、あらかじめその期間を理事長又は学校長

に届出なければならない。 

２ 前項の場合において業務上必要がある場合は、理事長又は学校長は、年次有給休暇を

与える時期及び期間を変更することができる。 

 （産前産後の休暇） 

第24条 妊娠した女子職員は、医師又は助産婦の証明書あるいは母子手帳を提出し、産前

は請求により６週間（多胎妊娠のときは14週間）以内、産後は請求なくして８週間の休

暇を受けることができる。 

２ 前項の休暇期間については、給与を支給しない。 
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 （育児休業、介護休業等） 

第25条 職員のうち、子の養育又は家族の介護を行う者は、学校法人浅井学園 育児休業

・介護休業等に関する規程の定めるところにより、育児休業、介護休業等の措置を受け

ることができる。 

２ 女性職員が生後満１歳に達しない子を育てる場合、１日２回各30分の育児時間を請求

することができる。なお、育児のための往復の所要時間を含まないものとする。 

第26条 削除 

 （生理休暇） 

第27条 女子職員の生理日に生理休暇を申請したときには、必要日数の休暇を与える。た

だし、生理休暇のうち有給休暇は３日以内とする。 

 （特別有給休暇） 

第28条 職員に次の場合特別有給休暇を与える。 

 (1) 忌引休暇（姻族の場合は血族に準ずる） 

     配偶者の死亡                10日 

     父母及び子女の死亡             ７日 

     祖父母及び兄弟姉妹の死亡          ３日 

     孫及び伯叔父母の死亡            １日 

   ただし、遠距離の場合には、別に往復の日数を加算することができる。 

 (2) 法要休暇（姻族の場合は血族に準ずる） 

     配偶者、父母、子女及び兄弟姉妹の法要        １日 

 (3) 結婚休暇 

     本人の場合                                  ７日 

     子女の場合                                  ３日 

 (4) 配偶者出産休暇                                  ３日 

 (5) 伝染病予防法による交通遮断又は隔離             その都度必要と認める期間 

 (6) 非常災害を受けたとき                            その都度必要と認める期間 

 (7) 交通機関の事故等不可抗力の事故                  その都度必要と認める期間 

 (8) 証人、鑑定人、参考人として、国会、裁判所、地方公共団体の議会その他の官公署

への出頭                                        その都度必要と認める期間 

 (9) 選挙権その他公民として権利の行使                その都度必要と認める期間 

 （休暇の届出） 

第29条 休暇を受けようとするときは、あらかじめその理由及び期間を明示して、理事長

又は学校長に届出て、その承認を受けなければならない。ただし、やむを得ない理由に

より、あらかじめ届出ることができなかった場合は、速やかに届出なければならない。 

２ 休暇期間中に任地を離れる場合は、所定の届出をしなければならない。 

 

第６節 出張 

 （出張） 

第30条 理事長又は学校長は、業務上必要があると認めたときは、職員に出張を命じるこ

とができる。 
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２ 出張を命じられた職員が帰任したときは、速やかに理事長又は学校長に復命、報告し

なければならない。 

３ 学校長の出張は理事長の承認を要する。 

 （旅費） 

第31条 出張旅費は、別に定める旅費規程により支給する。 

 

第３章 給与 

 （給与） 

第32条 職員の給与は、別に定める給与規程により支給する。 

 （退職手当） 

第33条  職員の退職金は、別に定める退職手当規程により支給する。 

 

第４章 人事 

 （人事） 

第34条 職員の人事は、学校長及び所属長の内申に基づき、理事長が行う。 

 

第１節 採用 

 （採用） 

第35条 新規採用者は、次の各号により行う。 

 (1) 学長は、別に定める学長選考規程の基準による 

 (2) 教育職員は、別に定める人事委員会の選考及び教授会又は教員会の議を経て、理事

長の承認した有資格者 

 (3) 事務職員及び技術職員は、学校長及び事務局長の選考を経て、理事長の承認した者 

 （提出書類） 

第36条 採用を決定された者は、次の書類を提出しなければならない。 

 (1) 履歴書（写真貼付） 

 (2) 家族調書 

 (3) 身分証明書 

 (4) 健康診断書（国公立病院又は保健所発行のもの） 

 (5) 就任承諾書 

 (6) その他学園において特に必要と認める書類 

 （試用期間） 

第37条 新たに採用した職員については、採用の日から６か月間試用期間とする。ただし、

特殊技能又は経験を有する者には試用期間を設けないことができる。 

２ 試用期間中、又は試用期間満了の際、引続き就業させることを不適当と認めたときは、

採用を取消すものとする。 

３ 第１項の試用期間は、勤続年数に通算する。 

 （不採用） 

第38条 次の各号の一に該当する者は職員として採用しない。 

 (1) 禁治産者及び準禁治産者 

 (2) 破産者 
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 (3) 禁固以上の刑に処せられた者 

 (4) 懲戒免職の処分を受けたことのある者 

 

第２節 届出 

 （届出） 

第39条 次に掲げる事項について異動があるときは、遅滞なく届出なければならない。 

 (1) 本籍地・現住所及び電話番号の変更 

 (2) 婚姻及び家族の異動 

 (3) 就職後の学歴及び資格の変更 

 (4) その他身分上必要な事項 

 

第３節 異動 

 （異動） 

第40条 業務の都合上、理事長又は学校長において、職員の配置転換を行うことがある。

ただし、教育職員は、教授会又は教員会の議を経ることを要する。 

 （事務引継） 

第41条 配置転換を命ぜられた者は、１週間以内に事務引継を行い新任務に就かなければ

ならない。 

 （引継拒否） 

第42条 前条の場合正当かつやむを得ない理由のほかこれを拒んではならない。正当明確

な理由なくして拒んだときは、休職又は退職を命ずることがある。 

 

第４節 休職及び復職 

 （休職事由） 

第43条 職員が次の各号に該当するときは期間を定めて休職とする。 

 (1) 私傷病により欠勤期間が引続き次の期間を超えるとき 

    勤続年数   ５年未満の者     ３か月 

    勤続年数   10年未満の者     ６か月 

    勤続年数   10年以上の者     ９か月 

   ただし、勤続年数とは、私傷病による欠勤開始の前日における勤続年数を指す 

 (2) 自己の都合で、欠勤が引続き30日に及んでもなお勤務できないとき 

 (3) 刑事事件に関して逮捕、拘留又は起訴されたとき 

 (4) 自己の都合により勤務できない場合で、理事長が承認したとき 

 （休職中の身分） 

第44条 休職者は、職員としての身分を保有するが、職務に従事しない。 

 （休職期間） 

第45条 第43条第１項第１号による休職期間は満２年とし、第43条第１項第２号から第４

号による休職期間は満１年を限度として、その都度これを定める。 

２ 休職期間が満了したときは退職とする。 

 （休職期間中の給与） 

第46条 第20条、第43条の欠勤期間及び第45条の休職期間中の給与は別に定める。 
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２ 休職中の職員は昇給しない。 

３ 休職期間は原則として勤続年数に通算しない。 

 （復職） 

第47条 休職者が休職事由の消滅したときは、願い出により復職させる。ただし、疾病に

よる休職者の復職は指定した医師の診断の結果による。 

 

第５節 降任、解雇、退職及び定年 

 （降任及び解雇） 

第48条 職員が次の各号の一に該当する場合においては、これを降任し、又は解雇するこ

とができる。 

 (1) 勤務成績が著しく劣り、又は著しく職務に怠慢のとき 

 (2) 精神若しくは身体に故障があり、職務に堪え難いと認めるとき 

 (3) 職務に必要な能力若しくは適格性を欠くとき 

 (4) 禁治産又は準禁治産の宣告を受けたとき 

 (5) 刑事事件に関して逮捕、拘留又は起訴されたとき 

 (6) 学校経営上過員を生じたとき 

 (7) その他、前各号に準ずるやむを得ない事由のあるとき 

 （解雇予告手当） 

第49条 前条の規定により解雇するときは30日前に予告するか又は30日分の平均賃金を支

給する。 

２ 解雇者には別に定める退職手当の規程を準用する。ただし、本人の責に帰すべき理由

により解雇されたときはこの限りでない。 

 （退職） 

第50条 職員が次の各号の一に該当するときは退職とする。 

 (1) 死亡したとき 

 (2) 期間を定めて採用された場合は、その期間が満了したとき 

 (3) 休職期間が満了し、復職することができないと認められるとき 

 (4) 定年に達したとき 

 (5) 退職を願い出て許可されたとき 

 （退職の願出及び退職手当） 

第51条 職員が退職を希望するときは、少なくとも30日前に退職願を学校長を経由して理

事長に提出しなければならない。ただし、やむを得ない事由があるときはこの限りでな

い。 

２ 退職者には別に定める規程による退職手当を支給する。 

 （退職者等への証明） 

第52条 退職あるいは解雇された者が在職期間、勤務状況、身分及び職分賃金等について

証明を請求した場合は遅滞なくこれを交付する。 

 （退職申立後の勤務等） 

第53条 職員は退職申立後も許可あるまでは従来通り勤務しなければならない。 

２ 退職と決定した者は直ちに後任者又は指示された者に業務の引継ぎをなし保管の書類

及び物品等の引継ぎをしなければならない。 
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３ 前各項の場合無断欠勤あるいは職務の引継ぎ整理をなさずこれを放任したときは懲戒

解雇として扱う。 

 （定年） 

第54条 職員の定年は、次のとおりとし、定年に達した者は自然退職とする。ただし、学

校長については、本条を適用しない。 

 (1) 教育職員 

        教 授（医師）                     68歳 

        教 授                             65歳 

        准教授・講師                       63歳 

        教諭・助教諭・助手                 60歳 

 (2) 事務職員及び技術職員                 60歳 

２ 退職の時期は、定年に達した年の年度末とする。 

３ 前項の定めにかかわらず、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律第９条第２項の規

程に基づく労使協定の定めるところにより、次の各号に定める基準のいずれにも該当す

る者については、経過措置により下表に掲げる年齢に達する日以後における年度末まで

再雇用する。 

 (1) 勤労意欲に富み、引き続き勤務することを希望する者 

 (2) 過去３年間に就業規則に基づく、停職以上の懲戒処分を受けたことがないこと。た

だし、監督責任を事由とする処分については、含まない。 

 (3) 再雇用後に従事する業務を遂行するうえで、健康上支障がないと判断されること 

 《経過措置による再雇用年齢》 

平成19年４月１日から平成22年３月31日まで 満63歳 

平成22年４月１日から平成25年３月31日まで 満64歳 

平成25年４月１日から 満65歳 

４ 第１項に定める定年に達した者のうち、定年の年齢が65歳以上の者について、学園が

特に必要があると認めるものについては、再雇用することができる。 

５ 再雇用の手続等に関する基準については、別に定める。 

 

第５章 安全及び衛生 

 （安全及び衛生の注意義務） 

第55条 職員は、危害の発生を未然に防止し、健康を保持するために、安全及び衛生に留

意しなければならない。 

 （安全保持及び災害防止） 

第56条 職員は災害発生を未然に防止するため、次の事項を守らなければならない。 

 (1) 常に整理整とんし、消火設備等の点検を行うとともに、その使用方法に習熟し、通

路、非常口等に物品を置いてはならない。 

 (2) 安全装置、保護具その他危険防護施設の保全に留意し、その位置及び取扱方法を熟

知しなければならない。 

 (3) 火災その他災害を発見し、又はその恐れがあることを知ったときは、臨機の処置を

とるとともに、直ちに上司に報告し、職員相互に協力して、その災害を最小限度止め

るように努めなければならない。 
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 (4) 施設の防災は、別に定める防災管理規程により行う。 

 （健康診断及び予防接種） 

第57条 職員は、学園が定期又は臨時に行う健康診断及び予防接種を受けなければならな

い。 

２ 理事長又は学校長は、衛生上必要と認められるときは、職員に医師の診断を受けるよ

う命じることができる。 

 （健康保持の措置） 

第58条 理事長又は学校長は、前条第２項による健康診断の結果に基づき、職員に勤務時

間の制限、勤務の転換、治療その他当該職員の健康保持上必要な措置を命じることがで

きる。 

 （出勤の禁止） 

第59条 理事長又は学校長は、職員が次の各号の一に該当するときは、医師の認定により

出勤を禁止するとともに必要な措置をとらなければならない。 

 (1) 精神障害 

 (2) 伝染病疾患又は伝染病の病原体の保有 

 (3) 勤務のため病状が悪化する恐れのある疾病 

 (4) その他の保健衛生上必要と認める場合 

 

第６章 災害補償 

 （労働者災害補償保険） 

第60条 職員は全て労働者災害補償保険に加入しなければならない。 

 （災害補償） 

第61条 職員が業務上の事由又は通勤による負傷若しくは疾病に罹り、あるいは死亡した

場合の災害補償は労働者災害補償保険法の定めるところによる。 

２ 職員が業務上の事由又は通勤により負傷しあるいは疾病に罹り、勤務することができ

ない期間が第43条第１項第１号に定める期間を超えるときは休職とする。 

３ 前項の休職開始後満５年を経過した日に、労働者災害補償保険法に定める傷病補償年

金又は傷病年金を支給されている場合は退職とする。 

４ 前２項に定める欠勤又は休職期間中の給与は、別に定める規程による。 

 （負傷等の報告） 

第62条 職員が業務上の事由又は通勤により負傷しあるいは疾病に罹ったときは直ちに管

理者に申出てその指示を受ける者とする。 

 

第７章 表彰及び懲戒 

 （表彰） 

第63条 理事長は職員が次の各号の一に該当するときは学校長の内申により賞罰委員会の

審査を経て表彰する。 

 (1) 永年（10年以上）誠実に勤務した者 

 (2) 本学のために特に顕著な功労のあった者 

 (3) 業務上有益な発明又は考案をした者 
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 (4) 国家的、社会的に功績があり職員の名誉となる様な行為のあった者 

 (5) 職務の内外を問わず善行のあった者 

２ 前項の表彰は表彰状及び金品を授与して行う。 

 （懲戒処分） 

第64条 理事長は、職員が第66条及び第67条の規定に該当するときは学校長の内申により

賞罰委員会の審査を経て懲戒処分とする。 

 （懲戒処分の種類） 

第65条 懲戒処分の種類は、次のとおりである。 

 (1) 懲戒解雇 

    予告期間を設けずまた予告手当を支給せず即時解雇し退職手当を支給しない。 

ただし、情状によっては退職手当の一部又は全部を支給する 

 (2) 停職 

    誓約書をとり14日以内出勤を停止し、その間の賃金を支給しない 

 (3) 減給 

    誓約書をとり１回に付平均賃金の２分の１、総額で俸給月額の10分の１以内６か

月を超えない範囲において給与を減ずる 

 (4) 戒告 

    誓約書をとり将来を戒める 

 （懲戒解雇） 

第66条 職員が次の各号の一に該当するときには第64条の手続きにより懲戒解雇に処する。

ただし、情状によっては停職又は減給に止めることがある。 

 (1) この法人又は設置学校の名誉を毀損し又は社会的信用を失墜させたとき 

 (2) 第53条第３項の規定に該当するとき 

 (3) 正当な理由なく14日以上無断で欠勤し出勤督促にも応じないとき 

 (4) 職務義務に違背し又は職務を怠ったり改悛の見込みのないとき 

 (5) 氏名、経歴等を詐りその他詐術を用いて採用されたとき 

 (6) 学園の許可を得ずに在籍のまま他に雇い入れられたとき 

 (7) 懲戒を受けたにも拘らずなお改悛の見込みがないとき 

 (8) 刑事事件に関し逮捕、拘留又は起訴されたとき 

 (9) その他前各号に準ずる不都合な行為があったとき 

 （停職） 

第67条 職員が次の各号の一に該当するときは停職に処する。ただし、情状によっては減

給又は戒告に止めるときがある。 

 (1) 正当な理由のない遅刻、早退が常であるとき 

 (2) 著しく素行不良のとき 

 (3) 必要な注意を怠って建築物、機械工作物その他の物を破損又は紛失したとき 

 (4) 業務上の故意又は重大な過失によって学園に損失を与えたとき 

 (5) 学園内で私的な商取引をしたとき 

 (6) 学園内で賭博その他これに類似の行為をしたとき 

 (7) 安全あるいは衛生に関する規則や指示に従わなかったとき 
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 (8) その他前各号に準ずる不都合な行為があったとき 

 （賞罰委員会） 

第68条 賞罰委員会の規程は別にこれを定める。 

 （損害賠償） 

第69条 職員が、故意又は重大な過失により学園に損害を及ぼしたときは、情状により損

害の全部又は一部を賠償させることができる。 

 （機密保持） 

第70条 学園の機密を保持するため、職員は学園に機密保持誓約書を提出する。 

２ 職員が在職中又は退職後、機密保持に違反し、漏洩が認められたとき損害の全部又は

一部を賠償させることができる。 

 

第８章 苦情処理 

 （苦情申立） 

第71条 職員は人事、給与、その他勤務条件について苦情が生じたときは別に定める様式

により、学校長を経て理事長に申立をすることができる。 

 （申立処理） 

第72条 理事長は、前条の申立を受けたときは、苦情処理委員会の意見を聴いて裁定しな

ければならない。 

 （苦情処理委員会） 

第73条 苦情処理委員会の規程は別にこれを定める。 

 

第９章 職員の教育及び福利厚生 

 （職員の教育） 

第74条 学園は業務上の必要により職員に教育を行う。 

 （教育計画） 

第75条 教育の計画及び実施要領は必要に応じその都度定める。 

 （教育時間） 

第76条 教育時間はこれを勤務したものとみなす。 

（教育に関する便宜） 

第77条 職員が受講、就学などのため学園外に教育、研修を希望し申出たときは運営状況

と業務の支障のない限りできるだけ便宜を図るものとする。 

 （福利厚生） 

第78条 学園は職員の福利厚生に留意し運営状況の許す限りこれに関する諸制度の充実に

務める。 

 （共済組合等への加入） 

第79条 職員は私立学校教職員共済組合に加入しなければならない。ただし、専任でない

者、臨時に使用される者はこの限りでない。 

 

第10章 改廃 

 （改廃） 
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第80条 この規則の改廃は、職員の意見を聴き理事会が行う。 

 

   附 則 

１ この規則は、平成９年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行に伴い、北海道女子短期大学及び北海道ドレスメーカー学院の従前の

規則は廃止する。 

３ この規則は、平成11年４月１日から施行する。 

   附 則（勤務時間の短縮等の措置義務の対象となる子の年齢引き上げに伴う改正） 

１ この規則は、平成15年９月26日から施行し、平成15年４月１日から適用する。 

   附 則（機構改正に伴う改正） 

１ この規則は、平成17年４月１日から施行する。 

   附 則 

１ この規則は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則（法令改正による教員組織の見直しに伴う改正） 

この規則は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（高年齢者雇用安定法の制定に伴う改正） 

この規則は、平成19年10月１日から施行する。 

   附 則（学校法人浅井学園 育児休業・介護休業等に関する規程の制定に伴う改

正） 

この規則は、平成22年12月10日から施行する。 
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学校法人浅井学園 嘱託教育職員に関する規程 

 

（目的） 

第１条 この規程は、学校法人浅井学園就業規則（以下「就業規則」という。）第３条第２

項の規定に基づき、嘱託職員の教育職員（以下「嘱託教員」という。）に関し、必要な事

項について定めることを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この規程でいう嘱託教員とは、次に掲げる者をいう。 

 (1) 就業規則第 54条第１項に定める定年により本学園を退職したのち、再雇用される者 

 (2) 特殊な専門的知識又は特殊な技術・技能を必要とする職務に従事するため、一定の

雇用期間を定めて雇用される者 

 （規則の遵守） 

第３条 嘱託教員は、就業規則等に定める服務規律を遵守しなければならない。 

 （採用） 

第４条 嘱託教員の採用については、学校長の上申に基づき、人事委員会及び教授会の議

を経て理事長が行う。 

 （雇用期間） 

第５条 雇用期間は、原則として１年以内とし、雇用契約を締結した日以後に到来する最

初の３月 31 日を超えることはできない。 

 （更新） 

第６条 更新は、あらかじめ当該嘱託教員の同意を得たうえで、当該嘱託教員の当初の雇

用の日から起算して３年を超えない範囲内で、その期間を更新することができる。 

２ 前項の定めにかかわらず、就業規則第 54条第３項に定める者については、同条に規定

する表に掲げる年齢に達する日以後における年度末まで、雇用期間を更新することがで

きる。 

３ 更新の可否については、当該嘱託教員の任期満了日の少なくとも 30 日以前に通知する

ものとする。 

 （再任） 

第７条 学園が特に必要があると認めた場合に限り、１回限り、２年の任期を上限に再任

することができる。ただし、第２条第１号に定める者については、再任を認めない。 

２ 再任の可否については、当該嘱託教員の任期満了日の少なくとも 30 日以前に通知する

ものとする。 

 （給与） 

第８条 嘱託教員の給与は年俸制とし、処遇の決定は理事長が行う。 

２ 給与の支払方法は、年俸額を12で除した額を本俸とし、毎月支給する。 

 （諸手当） 

第９条 次の各号に定める諸手当を専任職員に準じ、支給する。 

 (1) 職務手当 

 (2) 学務分掌手当 
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 (3) 通勤手当 

２ 前項に定める諸手当は、雇用契約の期間中であっても専任職員の諸手当が改定された

場合には、改定することがある。 

 （給与の支払） 

第10条 給与は、全額現金によって直接本人に支給する。ただし、本人の同意を得た場合

は、本人の指定する本人名義の銀行口座に振込支払することができる。なお、法令に定

められたものは別に控除する。 

 （給与の計算期間及び支給日） 

第11条 給与の計算期間は、月の初日から月の末日までの分を当月 25日に支給する。ただ

し、その日が祝日、日曜日又は土曜日に当たるときは、その日前において、その日に最

も近い日で祝日、日曜日又は土曜日でない日を支給日とする。 

 （日割計算） 

第12条 月の途中において採用された場合は、その日から給与を支給し、月の途中におい

て退職した場合は、その日までの給与を支給する。ただし、死亡により退職した場合に

おいては、その月まで給与を支給する。 

 （退職手当） 

第13条 退職手当は支給しない。 

 （有給休暇） 

第14条 第２条第１号に定める者の年次有給休暇は、当該退職時において、その者が有し

ていた日数を、また第６条により任期が更新された者及び第７条により再任された者の

年次有給休暇は、当該任期満了時において、その者が有していた日数を引き継ぐことと

する。 

 （準用） 

第15条 この規程に定める事項及び雇用契約に定めるもののほかは、就業規則その他関係

法令を準用する。 

 （改廃） 

第16条 この規程の改廃は、常勤理事会の議を経て理事長が行う。 

 

   附 則 

１ この規程は、平成 20年４月１日から施行する。 

２ 前項の定めにかかわらず、平成 20 年３月 31日以前に任期を定めて採用された者につ

いては、当該任期中は、個別に定める雇用契約及びその他従前の定めによる。 

３ 北海道ドレスメーカー学院に在職する嘱託職員については、別に定める。 

４ この規程の制定に伴い、「学校法人浅井学園嘱託職員に関する規程」は廃止する。 
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